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東日本大津波災害と東北復興についての一考察 
――宮古市田老地区を中心に 
 
松 浦 茂 樹 
 
はじめに 
2011年 3月 11日、千年に一回生じるとも評価されているマグニチュード 9.0の東北地方太平洋沖
地震が生じた。この地震により大津波（大海嘯）が発生して東北地方太平洋側は惨憺たる状況とな
り、2 万人を超える死者・行方不明者が出ている。さらに東京電力福島第一原子力発電所が、炉心
溶融（メルトダウン）を生じる大事故となった。広島原爆 20個分に相当するという大量の放射能を
放出させ、社会を震撼させている。今日、放射能被害地ではその復旧の見通しが立っていないが、
大津波被害地域では復旧から復興へ向かっている。 
本論文では、大津波被害と東北復興についての 2、3の問題を取り上げ考察する。 
１．岩手県宮古市田老地区の大津波災害 
田老地区は 2005年に宮古市に編入されたが、それ以前では 1889（明治 22）年に田老村、1944（昭
和 19）年に田老町となり、独立した自治体であった（図 1）。この地区を有名にしたのが津波に備え
る大防潮堤の存在で、「日本一の防潮堤」あるいは「万里の長城」と呼ばれていた。1960 年のチリ
地震津波で三陸海岸が襲われ、大きな被害を出したとき、田老は無事だった。これにも関わらず今
回の大津波で死者 134名、行方不明者 50名（うち 46名は認定死亡）、併せて 184名の人命が失われ
ている 1）。 
ここでは、大防潮堤が存在したにも関わらず大被害を出した宮古市田老地区から、その歴史を踏
まえて今後の防災対策について考えていく。 
1.1 大防潮堤の築造 
三陸海岸に面する田老では、これまでも度々大規模な津波被害に見舞われている。田老町時代の
2005 年に田老町教育委員会によって編集・発行された『田老町史津波編（田老町津波編）』に、田
老町を襲った過去の津波が掲載されている（表 1）。最も古くは 684（白鳳年間）年で、最も新しい
2005 年まで 39 回が記録されている。このうち死者が生じたのは、不明を除き 869（貞観 11）年、
1611（慶長 16）年、1896（明治 29）年、1933（昭和 8）年の 4回である。今回の大津波が 1000年
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あるいは 1200年に 1回の津波と言われているのは、869年の貞観大津波を基としたものであるが、
貞観大津波は、地元では知られていたことが分かる。また近世初頭の慶長大津波では田老平坦部は
全滅したとあり、死者は 3千人とされている。 
記録としてはっきり分かるのは、近代に生じた明治大津波と昭和大津波である。この時の被害状
況を整理したのが表 2である。明治大津波では死者行方不明者 1,859名、羅災生存者 36名で、死亡
率は 98％である。昭和大津波では、死者行方不明者 1,828人で死亡率は 50％である。なお明治大津 
図 1 岩手県北部三陸海岸概況図 
（出典：『今が分かる 時代がわかる日本地図 2004年版』、成美堂出版、2004年） 
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表１ 田老地区の津波被害の歴史 
（出典：『田老町史津波編』田老町教育委員会、2005年） 
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表 2 被害の大きさと被害状況 
 明治 29年 6月 15日 昭和 8年 3月 3日 
 午後 7時 22分弱震 午前 2時 30分強震 
マグニチュード 7.6 8.3 
最大波高 15 ｍ 10 ｍ 
ラ災戸数 336戸 505戸 
死者・行方不明者 1,859人 911人 
一家全滅 130戸 66戸 
ラ災生存者 36人 1,828人 
魚船流出 540隻 909隻 
（出典：『田老町史津波編』田老町教育委員会、2005年） 
 
 
写真 1 明治大津波慰霊碑 
（2010年 8月 31日撮影） 
 写真 2 昭和大津波慰霊碑 
（2010年 8月 31日撮影） 
 
波を起こした地震そのものの規模は小さく、田老では震度 2～3の弱震であった。断層がゆっくり時
間をかけて動く、いわゆる「ゆっくり地震」で大津波を生じさせたのである。両津波災害の慰霊碑は、
宮古市田老総合事務所（旧田老町役場）のすぐ近くの小高い所に建立されている（写真 1、写真 2）。 
明治大津波後、親類縁者を中心に周辺の人々が移住してきて復興を進めたが、37年後に再び津波
に襲われた（写真 3）。その津波は、明治 29年に比べて約 5 ｍ低かった（写真 4）。田老村では、高
台に移転するかどうかも議論された。内務省の指示は高台移転であり、全村民で満州に移住しよう
との話すら出た。結局、防潮堤の整備に基づき復興を図ることとなった。当時の村長は、「漁師が高
台に移っては仕事にならない。第一、そんな場所はない。だから防浪堤を造り、避難道路を整備す
る」と主張し、決意したのである 2）。 
表 3にみるように、大津波に襲われた翌年には約 7 haに及ぶ防潮林の植林を行い、1934年度から
78年度にかけて 3期にわたり、総延長 2,433 mの大防潮堤が築造された（写真 5、図 2）。第一期工
事の当初、村費のみで着工したが、県費さらに国費も投入されて完成をみた（表 4、写真 6、7）。こ
の大防潮堤は海外でも著名となり、2004年 12月 26日に発生したスマトラ大地震・インド洋大津波
の後、タイのテレビ局が田老町を訪れ、緊急取材を行っている。 
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表 3 津波対策（防潮堤の高さは昭和 8年津波
を対象に EL.10 m） 
津波防潮林を植栽 （7万 m2） 1934（昭和 9）年 
津波防潮堤 No.1（長さ 1,350 m） 1934～57年度 
津波防潮堤 No.2（長さ 582 m） 1962～65年度 
津波防潮堤 No.3（長さ 501 m） 1973～78年度 
  
  
  
  
  
  
  写真 5 1977年の田老地区の状況 
（出典：国土地理院資料
http://zgate.gsi.go.jp/SaigaiShuyaku/BeforeAfter/20110601/）
 
写真 3 昭和大津波の前後の田老地区 
（出典：『田老町史津波編』田老町教育委員会、2005年） 
写真 4 明治・昭和の大津波痕跡 
（2010年 8月 31日撮影） 
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図 2 田老地区津波防災対策概要図 
（出典：『田老町史津波誌』前出、から作成） 
 
表 4 防潮堤工事費内訳 
 
（出典：『田老生誕 100周年記念誌』田老町、1990年） 
 
なお、新たな市街地は耕地整備法に基づき耕地整理組合を組織して行われた。市街地整備のため
各地主は 2割づつ土地を提供し、県道・避難道路・防潮堤の敷地が確保された。 
しかし、その防潮堤高は昭和大津波を基本として定められた。明治大津波は、それよりも 5 m高
い。地元の人は、当然そのことを知っている。その時は避難道路を通って、小高いところに避難す
る計画であった。図 2にみるように、第一避難所を 16ヶ所、第二避難所を 7ヶ所設置し、モニター
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テレビで潮位・津波を観測して避難体制を整え、
防潮堤を越える津波を想定して毎年津波訓練が
行われていた。そして昭和大津波からちょうど
70年目の 2003年 3月 3日、田老町は「津波防災
の町宣言」を行ったのである（写真 8）。この宣
言の中に次のような一文がある。 
「私たちは、津波災害で得た多くの教訓を常に
心に持ち続け、津波災害の歴史を忘れず、近代的
な設備に驕ることなく、文明と共に移り変わる災
害への対処と地域防災力の向上に努め、積み重ね
た英知を次の世代へと手渡していきます。」 
さらに 2005年 5月には、昭和大津波を経験し
た 23人の証言を中心に『田老町史津波編（田老町津波誌）』が刊行され、津波被害の風化を防止し
ようとした。 
1.2 岩手県普代村 
田老町が「万里の長城」と呼ばれた防潮堤というハードをベースに、ソフトを万全にして津波防
災を行おうとしたのに対し、田老町からそう遠くない北に位置する普代村では異なる対策が採られ
た。明治大津波高を基準に防潮堤を築いたのである。 
普代村にある大字普代そして太田名部では、表 5にみるように明治そして昭和の大津波で大被害
を受けた。しかし、戦後になってだが、明治 29 年の津波高 15.5 m を基に防潮堤を築いた。太田名
部では延長 155 mを 1962～67 年度にかけて、普代では普代川の水門として延長 205 mを 1972～84
年度にかけての工事で竣工させたのである。その自然条件から、田老地区防潮堤に比べてそれぞれ
の延長は 1割に満たないとの特徴がある。 
写真 6 大防潮堤（2010年 8月 31日撮影） 写真 6 大防潮堤（2010年 8月 31日撮影） 
写真 8 「津波防災の町宣言」の碑 
（2010年 8月 31日撮影） 
 
58 国際地域学研究 第 15号 2012年 3月 
表 5 岩手県普代村の近代の大津波被害と対策工事 
○ 明治 29年（1896）大津波 
 普代 全戸数 58戸のうち 32戸が流失・全半壊、 
全人口 326人のうち 95人が死亡、死亡率 29％ 
 太田名部 全戸数 41戸のうち 40戸が流失・全半壊 
全人口 267人のうち 196人が死亡、死亡率 73％ 
○ 昭和 8年（1933）大津波 
 普代 全戸数 137戸のうち 32戸が流失倒壊 
全人口 683人のうち 29人が死亡、死亡率 4％ 
 太田名部 全戸数 58戸のうち 43戸が流失・全半壊 
全人口 255人のうち 99人が死亡、死亡率 39％ 
○ 対策工事  
 普代水門 海岸から直線距離で約 500 mの位置 
明治 29年津波遡上高を基に EL.15.5 m 
水門 4門（1門長さ 20 m）、陸閘ゲート（県道側 10 m、村道側 5 m） 
延長 205 m、1972～84年度 
 太田名部 明治 29年津波遡上高を基に EL.15.5 m 
延長 155 m（防潮堤及び陸閘）、1962～67年度 
 
普代村の中心部を守る普代水門の築造経緯についてみると、昭和大津波に襲われた直後、普代川
河口から 1,500 m付近まで防潮林として松が植林された。さらに戦後の 1959 年度から 62 年度にか
けて、昭和大津波に対処し得る延長 858 mの防潮堤が築かれた。しかし 75年に三陸縦貫鉄道久慈線
が開通したとき、普代駅は防潮堤の外側に設置された。この後、普代駅周辺で宅地化が進み、また
それより下流に小学校、中学校、村民グラウンドなどが造られた。 
ここに防災計画は見直され、海岸線から約 500 mの位置に明治大津波に対処し得る防潮堤が、岩
手県による海岸高潮対策事業として築造されたのである。 
1.3 2011年 3月 11日の大津波被害 
午後 2時 26分に発生した東北地方太平洋沖地震による大津波は、30分後には岩手県の三陸海岸
を襲った。だが、明治大津波を対象に EL.15.5 m の高さに造られた普代村の防備堤は津波を喰い止
めた。普代水門は津波の圧力等により一部破壊をみたが、堤内地に浸水することはなかった（写真
9）。太田名部では EL.14 m近くまできたが、防潮堤は乗り越えられることはなかった（写真 10）。 
 
  
写真 9 下流から見た普代水門（2011年 7月 8日撮影） 写真 10 大津波後の太田各部の防潮堤
（2011年 7月 8日撮影） 
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一方、田老地区は、その震度は 5 弱であったが、明
治大津波を越える 16.3 mの津波に襲われた。防潮林は
広くえぐられ、№2 の防潮堤は全面破壊され、その他
の防潮堤は総越水し、市街地の全半壊率は約 80％であ
った（写真 11、12、13）。避難対象地域人口約 3,100人
の約 6％にあたる 184 名が、死者不行不明者となって
いる。 
「津波防災の町宣言」として有名なこの地区の被害状
況は、マスコミで大々的に報じられた。そこで共通に
報じられたのが、大防潮堤があるから安心していて逃
げ遅れた、防潮堤があるので安心だと思い油断があっ
た、との住民の声である。被災後、現地でヒヤリング
をした際、実際そのような人達がいたということを聞
いた。また防潮堤に立って津波が襲ってくるのを見ていて、被災にあったという人達もいた。防潮
堤を越える津波とは、この人達は全く想定していなかったのである。地震直後、防災無線で気象庁
の発表に基づき、津波高は 2～3 mと放送されたが、これにより甘く考えた人もいたと考えられる。 
この地区は、先述したように 1960年のチリ地震津波では防潮堤のお陰で襲われることなく、防潮
堤への信頼は高かった。また今回の大津波に襲われる約 1年前の 2010年 2月 28日のチリ地震では
大津波警報（予想津波高 3 m）が出され、さらに今回の大津波の 2 日前には津波注意報が出されて
いたが、津波は来なかった。筆者だったら、またかと思い、物見高く津波を見ようとして間違いな
く防潮堤の上に立っていただろう。 
因みに、約 1年前のチリ地震の時は、午前 9時 33分に避難指示が出たが、時間的余裕があったた
め車で「道の駅」などに避難した人がかなりいた。役場周辺に避難した人は、波が小さかったため
早く帰宅する人が多く、「道の駅」に避難した人は国道が封鎖されたため帰宅が遅くなり、おにぎり
の配給を受けた。また大震災 2日前の地震時では避難勧告が出されたが、役場前に避難したのは 20
写真 11 2011年 3月 13日の被災状況 
（出典：国土地理院資料 
http://zgate.gsi.go.jp/SaigaiShuyaku/BeforeAfter/2011
0601/） 
写真 12 被災状況（2011年 7月 7日撮影） 写真 13 被災状況（2011年 7月 7日撮影） 
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人ほどで、全体ではこの 10 倍の 200人程度の避難で
あったと推定されている。 
今回の大津波でまた重要なことは、見回りをしてい
た消防機関の職員 3 名、地元消防団の団員 10 名がな
くなったことである。防潮堤には 6つの水門があり（写
真 14）、その水門は津波襲撃時には消防団によって閉
められる計画であった。今回の消防団員の死者のうち
少なくとも何人かは、水門を閉めに行って津波に巻き
込まれたのであろう。 
このように田老地区では、「津波防災の町宣言」を
行い、明治大津波には対応できない防潮堤であることを十分説明し、避難道路を整備して大津波の
時には避難するよう常日頃、呼びかけていたが、それでも 184名の死者・行方不明者を出したので
ある。この被害が多いかどうか、明治と昭和の大津波と比較したら、かなり小さい。避難対策を含
めたその後の津波対策が、一定の効果があったとの評価もあろう。しかし、死者に対して自己責任
と割り切ることには抵抗がある。さらに、この中には防災活動を行っていた消防関係者が含まれて
いた。防災体制は万全ではなかったと考えざるを得ない。 
1.4 今後の復興について 
岩手県は、2011 年 10 月に防潮堤の新たな整備目標を発表した。それによると、数十年から百数
十年に一回発生する津波に対処するとして、宮古市田老地区は EL.14.7 m の高さになったが、これ
は明治 29 年の高さをほぼ基準としたものである。今回の津波高 16.3 m に比べて低く、今回規模の
津波に対しては、避難路の整備・土地利用・防災施設などの「多重防御」で対応するという。 
「多重防御」が、具体的にどのようなものになるのかははっきりしていないので速断はできない
が、避難を重点に置いていたら納得できない。田老地区の過去の津波被害からみて、明治大津波は
数百年に 1度の津波である。この津波が防御されるとしたら、地震が発生し津波が予想されたとし
て、果たして避難するだろうか。 
現状の津波予報の能力は、今回の大津波で実証された。この状況では、地震の都度、しばしば津
波警報が出されるだろう。その際、大津波に襲われたここ当分は避難する。だが、防潮堤を乗り越
える津波は極めて少ない。生涯を通じて経験をしないという人達がほとんどだろう。この人たちが、
何十年、さらに百年以上たって同様に避難するだろうか。 
「避難を前提に計画をする」、つまり「避難しなくてはならない」との精神論で計画するのには強
い抵抗を感じる。避難活動が有効であるためには、津波予報の能力を大いに高める必要がある。そ
れが科学的に可能かどうか、地震予知と同様、懐疑的である。因みに、田老地区では、東大地震研
究所による津波予測システムが整備されていたが、機械の更新がされておらず、今回の大津波では
役に立たなかった。また岩手県、宮城県、福島県の沿岸地域で被災した 870人に内閣府などが行っ
写真 14 防潮堤の水門 
（2010年 8月 31日撮影）
 
 松浦：東日本大津波災害と東北復興についての一考察――宮古市田老地区を中心に 61 
た面接調査によると、地震による揺れが収まった後、すぐに避難した人は 50％であった。41％の人
は家族を探したり一時帰宅したりして、直ちに避難することはなかったのである 3）。 
ではどうするのか。このたびの津波高に対しても安全な住居空間の整備が必要と考える。それは、
高台での設置か、海岸沿いでの大堤防の設置となる。田老地区ではその周辺に自然地形としての高
台はほとんどないので、低地の地上げが中心となる。筆者は国道 45号線と一体となり、今回の大津
波にも対処し得る大堤防の設置を提案する（図 3）。道路と一体となり、さらに建築物が設置可能な
広い天端幅（堤防頂上の幅）をもつ堤防である。この天端幅だと、少々の浸水があっても壊れるこ
とはない。またこの堤防の中に造られる水門・陸閘は道路上から操作でき、逃げ遅れることはない。
田老地区では多くの消防団員が水門を閉めるなどの水防活動の最中に命を落としたが、そのような
操作は必要なくなる。 
２．東北復興を考える 
東日本の被害地である岩手県・宮城県・福島県では、その復興に向けて議論が行われ、計画が策
定されつつある。しかし、それぞれの県ごとに検討されていて、相互の連携、あるいは東北 6県全
体の将来計画の議論は、ほとんど行われていないように見受けられる。ここでは、極めて簡単なが
ら東北地方全体について、その開発の歴史を踏まえながら今後の方向について述べる。 
2.1 近代化に遅れをとった東北地方 
約 20数年前、仕事の関係で仙台に住んだことがある。初めての東北地方の生活で、東北の魅力は
何なのか、各地を訪問したり講演会を聞いたりして考えた。 
ある講演会で、地元の知識人から、東北は中央と 5度戦ってすべて敗北した、だから東北の人々は歴
史の下積みを味わってきていて、中央に対する劣等意識を持っているとの話には驚いた。1回目は、古
代の 8世紀後半から 9世紀初めにかけて行われた蝦夷征伐とも言われている陸奥（みちのく）戦争であ
り、中央から派遣された将軍として坂上田村麻呂の名が残っている。次が 11 世紀の前九年、後三年の
役で、源義家が派遣され安倍貞任等が討ち取られた。続いて 12世紀終わりの源頼朝による奥州征伐で、
図 3 防潮堤概念図 
注）天端幅の広い防潮堤を造り、建築物や道路を建設する。その堤防高さは、今回の津波
が来ても大丈夫な高さにする（天端幅が広いから、少々の水が乗っても大丈夫）。 
海側と反対側の堤防は緩い勾配とし、途中、広い段をつくり、そこにも家屋や運動場
を、公園を造る（釜石市とか大船渡市とか、市街地が対象）。 
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平泉に本拠地があって栄えた藤原氏が滅んだ。次が、16 世紀末の豊臣秀吉による奥州仕置で、東北で
は大きな戦いはなかったが、天下人・秀吉によって平定された。最後が、明治維新時の戊辰戦争である。
会津藩・庄内藩を中心に抵抗が行われたが、結局敗北し、「白河以北、一山百文」の屈辱を受けた。 
劣等感を持っているかどうかは別にして、東北地方は確かに長い間、日本の中の後進地域として
位置付けられていた。東北を本拠地として、中央に進出あるいは全国展開した企業は知らない。ま
た、1973 年から 77 年まで仙台を本拠地としていたロッテ球団も去り、筆者が仙台にいた当時、プ
ロ球団はなかった。講演者は、地元公共団体が、プロ野球という民間活動に援助することは出来な
いと言って、球場を改良などして引き留めなかったことを残念がった。プロ球団を持つこと、それ
は仙台市の格を上げるのに重要だとの認識がどうして出来ないのかと嘆き、地域の後進性と結びつ
けていた。 
筆者の仙台生活は、家族を埼玉県旧大宮市に置いての単身赴任であり、しばしば新幹線で往復し
た。新幹線は、河川流域で言えば利根川支川の鬼怒川流域、そして那珂川流域の那須野原を走るが、
ここまでが関東であり、阿武隈川流域に入ると東北となる。利根川は犬吠埼から、那珂川は茨城県
の鹿島灘から太平洋に流出する。 
当然のことだが、東北は関東の北東に位置する。このため、特に冬の気候は東北地方が寒くて厳
しい。では福島県（磐城）と茨城県（常陸）を分けたものは何か。犬吠埼から茨城県沖にかけて、
暖かい海流である黒潮が東から東北の方向に大きく向きを変える。つまり茨城県すなわち関東は黒
潮の強い影響下にあるが、福島県はそれが小さく、気候が寒冷であったからだろう。 
この自然条件は長い間、日本の社会経済の基盤であった稲作の発展に大きな影響を与えた。東北
の稲作が冷たい気候の制約から脱したのは戦後のことで、品種改良により耐冷性の稲と、その栽培
技術を手に入れてからである。日本の米作地帯になったのは、歴史的に古いことではない。 
ところで、近代以降、中央政府が東北を粗末に取り扱ってきたとの事はない。たとえば大久保利通ひ
きいる明治新政府は東北の開発に熱心で、東北を中心として運輸体系の整備を目的に 7大プロジェクト
を掲げた（図 4）。その一つである野蒜築港が、全国に先駆けて 1878（明治 11）年、全額国費でもって
宮城県鳴瀬川河口で着工された。また同年、福島県郡山で農業用水開発を目的に、安積疏水事業が着工
された。大久保は、東北をフロンティアとみて、その開発に国力の発展を期待したのである。 
また 1894（明治 27）年に旧高校制度が整備れたとき、東京の第一高に続き第二高が置かれたのは
仙台であった。さらに東京の第一師団に続き第二師団が置かれたのも仙台であった。 
しかし近代的発展に遅れをとった。東北開発の拠点として巨費が投じられた野蒜築港は、失敗に
終わった。直接的には 1884年秋の暴風雨による破壊が原因であったが、港湾を支える商工業が育っ
ていなかったのである。「野蒜新町ほうきはいらぬ。若い女のすそで掃く」との唄が流行したが、そ
れは一時の土木景気を反映したものに過ぎなかった。 
一方、近代になっても冷害を中心に災害にしばしば襲われた。冷害としては、1905（明治 38）年、
13（大正 2）年、昭和になると 31（昭和 6）年、さらに 34年大きな被害を受けたが、33年には三陸
海岸が津波に襲われた。この対応のため中央政府は、1913年には東北振興会、34年には東北振興調
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査会を設立し、新たな開発政策を検討した。そして 36年には東北興業株式会社、東北振興電力株式
会社が設立されて事業が進められた。だが、戦争のため頓挫した。戦後も 57年に東北総合開発計画
が策定され、東北開発促進法などにより開発が進められたが、後進性を脱却できなかった。このこ
とは、中央による、つまり上からの振興には限界があることを示している。 
2.2 東北の魅力と平泉 
東北は、首都圏との距離をどのようにとっていくのだろうか。東日本大震災の復興を考える場合、
最も重要な課題だろう。単身赴任当時、仙台で 17時半に仕事を終え新幹線に飛び乗って帰ると、20
時には自宅に着いた。その後、2010 年 12 月には青森まで新幹線は延び、東北北部までの時間距離
図 4 大久保利通の東日本開発構想 
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はさらに短くなった。また高速道路の整備も進められ、これら交通網の整備を背景に多くの部品工
場が進出してきた。首都圏の延長として発展を図ってきたといってよい。 
首都圏からみれば、東北は部品供給地域であるとともに、高度頭脳労働から単純労働にいたるま
で労働力の供給地域であった。また食料供給地域であり、そして原発を引き受けるエネルギー供給
地域であった。このような首都圏を支える地域として、さらに道を進めるのだろうか。 
一方、首都圏と関係を持ちながらも、独自の圏域として新たな道を踏み出していく方向がある。
それは、地域の本来的な魅力に基づいてであろう。本来的な魅力とは、地域に与えられた自然と歴
史的に培ってきた文化を核としたものである。 
東北が日本文化の中心だったことがある。稲作があまり普及していなかった縄文時代だが、土器・
土偶は実用品というよりも美術品といってよいぐらい洗練されていた。三内丸山遺跡が発掘されて
さらに注目を浴びたが、各地域の博物館には素晴らしい土器・土偶が陳列されている。しかしこの
方面に興味のない人は、それのみを見学するために出かけることはないだろう。関東・中部にも素
晴らしい土器などは出現する。 
狩猟・漁労を基礎に置いた縄文時代を象徴するものとして筆者を惹きつけたのは、盛岡市内の北
上川で見たサケであった。盛岡市は、北上川河口から 140 kmに位置する。ここまでの遡上には多く
の危険があるだろう。それをかいくぐって帰ってきたサケを、盛岡駅のすぐ近くの繁華街で見て心
から感動した。そして、しかるべき見学場所を設置して、なぜこれを大々的に PR しないのかと思
った。自然との共生を考えるのに格好の題材ではないのか。 
東北は自然が素晴らしいという。確かに、八幡平・十和田湖などスケールの大きい自然の中での紅葉
は見事でありドライブは楽しい。その周辺の温泉と一緒になって魅力的なツアーになっている。しかし
これだけでリピーターは増えるであろうか。同様なものは日光など、関東にもあるのではないか。 
さらに魅力を増すには、そこに文化を加える必要がある。あるいは培ってきた文化を大事にすべ
きであろう。 
筆者の心に残る風景は、芭蕉が「閑（しず）かさや岩にしみいる蝉の声」と詠じた山形県山寺の
立石寺である。急な岩の道を歩くという肉体活動をしていく中で、頭はこの句で満たされ自然の中
に溶け込んでいく気持ちになった。この地の風景を、他の土地では味わえない独特のものにしてい
るのは芭蕉の名句である。 
自然の魅力といえば、仙台にいて仕事が早く終わったら早々に自宅に帰り、閉店間近の魚屋に飛
び込んだ。サンマ等の刺身を買うためである。サンマの刺身は、当時、関東では手に入らなかった。
ササニシキの米と三陸地方で取れる魚で、大いに満足したものだ。だが現在では、冷解凍の技術進
歩があってどこでも食べられるようになった。首都圏で大量に販売することで三陸の漁業は発展を
みたのであるが、ここでしか味わえないという魅力が消えていくのは寂しいことだ。 
さて仙台にいた当時、日本は国際化が叫ばれていて、東北の中心として仙台でも国際会議場をも
つ建物が造られていた。だが外国人を魅きつけるには、立派な会議場を造るだけでは駄目である。
京都で国際会議が開かれるのは、約 1200年の歴史をもつ古都であり、日本の歴史文化がじっくりと
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味わえるとの魅力が背景にあってである。そのようなものが東北に果たしてあるのか。筆者には見
つかった。中尊寺・毛越寺のある平泉である。 
京都とは異なり、大きな自然を背景にしてこれらは存在する。近代的ビルが立ち並ぶ仙台の奥座
敷として、一体的にとらえていったらどうかと考えている。仙台から 1時間少しあれば行ける。し
かし平泉は岩手県であり、仙台とは県を異にしていて一体的に考えていこうとの雰囲気は当時、ほ
とんど見受けられなかった。このたび平泉が世界遺産に登録されることとなったが、岩手県のみで
はなく東北全体の重要な文化遺産と位置づけるべきと考える。東北にとって核になるものと考える。 
３．関東大震災時復興事業との比較 
東日本大震災は、福島第一原発について 2011年 8月 30日に「放射性物質汚染対処特措法」が公
布された後、12月 16日に「冷温停止状態」を確認したとして政府より原発事故収束が宣言された。
放射性汚染地域では「放射性物質汚染対処措置法」が 12年 1月 1日に施行され、除染が大きな課題
となっている。一方、それ以外の被害地域では復興が前面に出ている。その復興にあたり、関東大
震災の経験をもとに復興院あるいは復興庁を設立して事業を進めていったらどうかとの議論が行わ
れた。またマスタープラン（青写真）の作成と財政との関わり、土地利用規制、地域づくりにおけ
る地元意見の集約などが課題となっている。ここでは関東大震災時、首都復興計画がどのような経
緯あるいは議論のもとに策定されていったのか、震災復興を理解するうえにも重要と考え、述べる
とともに、法律・予算等を中心に東北復興の現況を整理する。 
3.1 復興事業の経緯 
1923（大正 12）年 9月 1日、死者・行方不明者約 10万 5千人に及んだ関東大地震が発生し、首
都東京の中心部は壊滅状態になった。その数日前、時の首相加藤友三郎は急逝していて余震の収ま
らない 9月 2日、山本権兵衛内閣が成立した。その内務大臣に就任したのが後藤新平で、彼を中心
に復興計画は進められていく。9 月 6 日の閣議には「帝都復興ノ議」を提出し、巷で噂されていた
「遷都論」を否定し、東京での復興を明確にした。そしてその復興計画を策定し事業を執行する新
機関の設立を主張したが、それは 9月 27日、帝都復興院官制が公布されて実現した。その総裁に任
命されたのが後藤で、幹部は副総裁 2名、技監 1名、理事 4名であった。 
さらに帝都復興審議会、評議会、参与会が設立された。審議会は全閣僚のほかに、財界有力者・
枢密顧問官など 9人、評議会は政財界・学識経験者など 68名、参与会は関係省庁次官、東京市長、
横浜市長などの地方関係者など 32名から構成されていた。 
計画策定は、帝都復興院で作成された原案を参与会に協議して立案し、それを評議会に諮問して
復興院総裁が答申を得たのち閣議決定し、さらに審議会に諮問して内閣総理大臣が答申を得た後、
閣議決定するものであった。これが政府案となり、帝国議会に提出される運びであった。 
計画原案作成にあたり当初、後藤は、東京を大改造する最もよい機会だ、金はどうでもなるとし
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て理想的な首都計画づくりを目指し、復旧費 20億円、復興費 15億円、あわせて 35億円の案などを
作成していた。だが、1923年当時の国家予算は約 13億 5千円であった。予算からの制約を無視す
るわけにいかず、帝都復興院と大蔵省との間で折衝が進められ、11月中旬には復興費 7億 5百万円
でまとまった。この額をベースに計画作成は具体的に進められ、それまでは焼失地域外の道路整備
なども検討されていたが、これ以降、市街地整備は焼失地域のみが復興事業の対象となった。 
焼失地域の都市づくりをどのように進めるのか、いろいろ検討が行われたが、評議会での議論の
もと、地主から 1割の土地の無償提供（減歩）により、国による土地区画整理事業を行うことが政
府方針として決められた。土地区画整理とは、街路を整備して整然とした区画割を行うものである。 
この方針に基づき、復興予算額 7億 3百万円の計画案が審議会に示されたのは 11月 24日のこと
である。だが、ここで計画案は強硬な反対意見にさらされた。財政上の見地からみて無謀だ、街路
は原則、復旧でよい、土地区画整理のための 1割無償提供は財産権を認めている憲法に反するもの
だ、などである。ここでの議論の結果、政府案として帝国議会に提出された復興予算額は 5 億 75
百万円となった。土地の 1割無償提供はそのままであったが、街路数本の幅員減少が行われた。 
さらに東京復興の大きな柱であった東京築港、東京と横浜をつなぐ京浜運河計画が削られた。東
京築港は商工業を発展させようとする東京にとっての長年の宿願であり、京浜運河はその運河沿い
に新たに工業地帯を整備していこうとする野心的な計画であった。これが挫折をみたのである。残
されたのは、焼失地域の市街地整備のみとなった。 
政府案は 12月 3日に閣議決定され、12月 10日に召集された第 47帝国議会（臨時議会）で審議
された。だが多数派であった政友会の反対にあい、12間（約 22 m）未満の街路事業は地方庁が行う
こと、復興院の事務費は認めないなどの修正が加えられ、予算額は 2割カットの約 4億 68百万円に
減額された。そして 12月 24日特別都市計画法が公布され、これに基づいて区画整理事業は進めら
れることとなった。大震災が発生してから 115日目のことである。だが、それまでの国主体ではな
く東京市、横浜市による施行区域が大きな割合を占めることとなった。この後、特別都市計画法の
もとで検討されていた区画整理街路が内閣により公示されたのは、翌 1924年の 4月 1日であった。 
なお 2割の予算カットは地方庁に事業を執行させるためとして行われたが、地方庁に財源の余裕
がそれほどあるわけではない。24年 6月に開催された第 49議会で、地方費復興事業貸付金、地方
費復興事業債利子補給金あわせて 1億 5百万円が増額された。 
ところで帝都復興院の事務費を認めないのは、復興院の存続を認めないことである。その予算規
模からして必要ないとの議会の判断により復興院は廃され、24年 2月 25日に内務省の外局として
復興局が設立されて、ここで事業は進められることとなった。 
それに先立ち 1月 7日、山本内閣は摂政宮が狙撃された虎ノ門事件の政治責任をとり総辞職し、
後藤も内閣を去った。 
復興事業の中核である区画整理事業では、借家・借地に絡まる権利の調査、整理前後の地価の調
整、バラックの移転、水道等の地下施設の整備などが多大な努力でもって進められた。震災直後に
おいても土地利用規制は行われず、多くのバラックが建てられていた。また権利調整のために各地
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で区画整理委員会がつくられた。竣功したのは 1930 年で、東京では約 3,600 ha の区画整理、52 路
線・延長 114 kmの幹線道路、隅田公園などの新たな公園などが整備された。 
要した国費は、最終的には復興費 6億 6千万円、施設・建造物などの復旧費を合わせて 13億 28
百万円であり、当時の国家予算額の約 1年分であった。このうち 6億 26百万円余は公債により、7
億 2百余万円は普通財源によったのである。 
3.2 東日本大震災復興の経緯 
内閣に復興庁を設置する復興基本法が成立したのは、震災から 102日目の 6月 20日である。また
首相の諮問機関である復興構想会議が提言を答申したのは 6月 25日である。これをベースにして政
府による復興基本方針が決定したのは 7月 29日で、発災から 141日目である。 
復興基本方針とは、文字どおり復興に対する基本方針であるが、関東震災時の首都復興事業では 12
月 3日に閣議決定された政府案がこれにあたるとみてよいだろう。この閣議決定は発災から 94日目で
ある。ただし閣議決定では、復興院と大蔵省との折衝、審議会などでの審議をふまえ予算案が決定され
ていた。この予算案が帝国議会で減額されたのち可決・成立をみたのが、12月 23日のことである。発
災から 114日目である。この予算額の下で具体的な復興計画の策定、さらに事業が進められていった。 
東日本大震災では、復興計画は県・市町村の自治体が中心となって進められている。それを支援
するため、国により「復興特別区域法」が 12月 7日に成立し、復興特別基本方針が翌 2012年 1月
6日、閣議決定された。また復興庁設置法が 12月 9日に公布され、内閣総理大臣を長とする復興庁
が 2月設立された。また「津波防災まちづくりに関する法律」が 12月 27日に施行された。 
一方、予算であるが、想定する当初 5カ年間の震災関係費は 19兆円と報じられている。そして 5
月 2日には第一次補正予算として 4兆 153億円が決定し、7月 25日には 1兆 9,988億円からなる二
次補正が決定した。二次補正の中には、原子力損害賠償関係経費として 2,754億円が含まれている。
さらに第三次補正として 12兆 1千億円が提出され、11月 21日に成立したが、このうち 11兆 7,335
億円が東日本大震災関連である。発災から 256日目である。また来年度予算で各省庁から復興費と
して、3兆 5千億円の要求が見込まれている。 
これら予算額を関東大震災時と比較してみよう。東日本大震災以前に成立した一般会計予算は、
表 6にみるように約 92兆 4千億円である。しかし歳入には公債金、歳出には国債費が含まれていて、
これを差し引くと歳入では 48 兆 1,136 億円、歳出では 70 兆 8,625 円となる。政府が想定している
19兆円は、それぞれに対し約 39％、約 27％である。 
一方、関東大震災時は表 7にみるように、1923年度当初予算額は約 13億 46百円で、歳入の中に公
債金約 30 百円、歳出の中に 1 億 70 百円の国債費が含まれている。関東大震災時の復旧・復興の国費
13 億 28 百万円は、ほぼ 23 年度当初予算額、また公債金を除いた歳入額に相当するが、国債費を除い
た歳出額の約 1.13倍に当たる。これから、政府が見込んでいる今回の大震災復旧・復興の国家予算 19
兆円は、関東大震災時に比べて大きくはない。 ただし、今後、原発関連も含めてどれほど増大するの
かは定かではない。特に原発関連では除染費など、かなり増大することが見込まれている。 
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 表 6 2011年度一般会計当初予算 （単位：億円） 
租税・印税・その他収入 481,136 
公債金 442,980 歳入 
合計 924,116 
国債費 215,491 
基礎的財政収支対象経費（国債費以外） 708,625 歳出 
合計 924,116 
 
 表 7  1923年度当初予算 （単位：円） 
歳入 1,346,002,088（うち公債金 30,100,000） 
歳出 1,346,002,088（うち国債費 170,456,158） 
（出典：大蔵省編纂『明治大正財政史第 4巻』株式会社経済往来社、1956年、から作成） 
 
ところで関東大震災時には、予算増大に対して強く抵抗する勢力が、政府が設置した審議会さら
に議会内にあった。東日本大震災では、増大を要求する勢力はあるが、それに抵抗する勢力は見当
たらない。当時と現在との大きな違いである。 
なお関東大震災後、日本経済は長期低迷し、復興事業が竣功した 1930 年に 5.15 事件、翌年満州
事変が軍部により引き起こされ、15年戦争が始まったのは歴史の事実である。 
おわりに 
東日本大震災に対する復旧・復興は未だ進行中であり、その状況は日々変化している。復興の対
策案を述べたが、本論が刊行された時には既に対策は決まっているかもしれない。また政府の対応
にも大きい進展があるかもしれない。そうなると、本論文は意味を持っていないかもしれないが、
一つの記録として残しておくことは重要と考え、整理した。 
今回の大津波被害では、岩手県宮古市田老地区を中心に現地調査をした。それは、その前年 2010
年 8月終わりに岩手県北部の海岸を車で走り、過去の津波被害、対策事業を見て回り、8月 31日に
は田老総合事務所を訪問し、宮古市職員・大下哲雄氏から詳しく話を聞いていたからである。今回
の大津波以前に、田老地区の現地調査を行った最後の外部の人間かも知れない。このこともあり、
今回の大津波後、田老地区に深く関心をもち情報を整理していった。そして 7月 7日、現地を訪れ
た。 
田老総合事務所は津波に洗われることなく無事であったが、その前に広がっていた町並みは数戸
を除いてすっかり無くなっていた。事務所に入り茫然としていたら、会議を終えて職員の方々が出
て来られた。その中に大下氏がいらっしゃって無事だったことを喜ぶとともに、その時の状況を詳
しく聞いた。その後もメールで被害状況などを聞いたが、秋口になり、「現在、仮設住宅に入ってい
るが、年老いた両親があり、家の再建が遅れてこの仮設住宅から親を見送るようなことを考えたら
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いたたまれない」とのことを言われた。 
運がよいことに、筆者の周りには学生も含めて被害に遭った人達はいない。ニュースなどで被害
者の窮状を聞いて、その困難さを知っていたつもりであったが、やはりどこか間接的な話であった。
だが、顔を見知っている大下氏から、筆者が考えてもいなかった現実の心労を知り、今回の大被害
の深刻さを改めて知った思いであった。 
1日も早い復旧・復興を祈念したい。 
注） 
 1）2011年 11月 1日現在の状況である。 
 2）『田老生誕 100周年記念誌』p.46、田老町、1990年 
 3）朝日新聞 8月 17日記事による。 
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